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1. はじめに
国際比較経営研究の分野に，ジョン・スコット，仲田正機，長谷川治清の三氏の共著からな
る研究業績『企業と管理の国際比較一一英米型と日本型一一』が，新たに加わった。本書は，
ジョン・スコット，仲田正機，長谷川治清といった国際比較経営研究を多年にわたっておこな
ってきた学者が企画・執筆し，しかも三氏の研究の到達点を示しうる労作である。また，本書
は，執筆者の相互に重なり合う共通の問題意識・分析視角から，日・英・米の経営現象を，様
々な角度から検討し，国際比較に見られる各国の一般性と特殊性を解明している。それゆえ，
本書は，単なる三氏の異なる性格を有する論文の寄せ集めではなく，三氏の数年にわたる学問
上のコミュニケーションのもとに編み出された一定レベノレの理論的一貫性を有する研究業績で
あると言える。また，本書の諸論文は，徹底した実証研究に基つ守いて構築された国際比較研究
である。
更に，本書の構成を見る時，本書の構想の大きさと国際比較経営研究における多様な研究の
広がりを知ることができる。本書は次のような章別構成によって成り立っている。
第 1 部企業統治構造の国際比較(ジョン・スコット氏担当〉
第 1 章現代企業の所有・支配・統治
第 2 部 企業管理システムの国際比較(仲田正機氏担当)
第 2 章現代企業の全般的管理システム
第 3 章 アメリカ企業管理の構造的特質
第 4 章現代日本のトップ・マネジメント
第 3 部 企業労働と管理の国際比較(長谷川治清氏担当)
第 5 章現代企業の労働・組織・管理
一一鉄鋼企業を中心とした日英比較一一
- 55-
守屋貴司
第 6 章 イギリス企業の労働・組織・管理
一一鉄鋼公社の事例研究一一
第 7 章 日本企業の労働・組織・管理
一一鉄鋼企業の事例研究一一
第 1 部の「企業統治構造の国際比較」では，現代企業の所有・支配・統治に関する理論的問
題を検討するとともに，日・英・米の各国に関して実証的研究を展開している。第 2 部の「企
業管理システムの国際比較」では，現代企業における全般的管理の構造・システムや行為主体
に関する理論的問題を検討するとともに，会社統治に従事するトップ・マネジメントが，現代
的な「機能資本」の担い手であると同時に，会社問題を通して確立される金融資本の一翼を形
成することなどを解明している。第 3 部の「企業労働と管理の国際比較」では，設備近代化(技
術発展)が，労働・組織・管理に与える影響について，鉄鋼大企業を事例にとりながら日・英
国際比較研究を展開している。このように，本書は，第 1 部では，現代企業の所有・支配・統
治の問題を取り扱い，第 2 部では，全般的管理の構造・システムの問題やトップマネジメント
の機能・位置を取り扱い，第 3 部では，技術・労働・管理に関する問題を取り扱っている。
すなわち，本書は，経営現象の全体像を立体的にかつトータルに解明するとともに，国際比
較を通して，そうした経営現象にひそむ一般性と特殊性までも描き出そうとした野心的で、かっ
大胆な労作である。したがって，充実した 7 章のモノグラフからなる本書の理論的意義を十分
に理解するためには，各章の分析内容に立ち入り，その研究成果と論点を確認する必要がある。
それゆえ，本「書評」の第一の課題は，限られた紙幅の中で，各章の内容をできうる限り本書
からの忠実な引用を中心として，簡潔に要約しながら，研究成果や問題点・論点を明らかにし，
私なりの考察を加えることにある。しかしながら，本書は，広範な研究領域を網羅している。
日・英国際比較研究において，イギリス企業を中心として，労使関係・労使関係管理といった
限られた研究領域においてしか研究を積んで、こなかった私が，本書に考察を加えるということ
は，本書より，今後の残された研究課題を見いだし，自らの課題とする作業にほかならないと
言うことを強調しておきたい。しかし，本書より残された研究課題を解明することは，私のみ
ならず同じく国際比較経営研究を志す若き研究者にとって，少なからず示唆を与えうるものと
なることを志向している。
本「書評」の第二の課題は，三氏の共通の問題意織・分析視角について明らかにするととも
に，三氏の解明した諸点をもとに，本書が描く経営現象の全体像の一端を解明することである。
本書を執筆した三民は，それぞれ国際比較経営研究の分析において確立された方法論から，異
なる局面の経営現象を解明している。ジョン・スコット氏は，グランドセオリーとして金融資
本説に依拠しつつ，ウェーパーの概念規定をも借用しながら社会学的アプローチから，グラフ
理論を応用した社会的ネットワーク分析に基づく調査研究を展開している。仲田正機氏は，マ
ルクスの基礎概念と批判的経営経済学における成果を基礎におきながら経営経済学的アプロー
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チから研究を展開している。また，長谷川治清氏は，技術と労働・管理・労使関係に関わる日・
英の学会における論争点を念頭におきながら，企業労働論的アプローチと社会・技術的アプロ
ーチの両側面から研究をおこなっている。確立された方法論を有する三氏の共通の問題意織と
分析視角を明らかにし，本書が描く経営現象の全体像の一端なりとも明らかにする作業は，国
際比較経営研究における一つの到達点を明らかにすることになろう。本書の措く経営現象の全
体像の“一端"に限定して述べる理由は，本書の描く経営現象は多岐に及んでおり，紙幅の関
係から制限があり，特に筆者の着目する部分に限定して，分析を試みたいと考えるからである。
1 
まず，第一部「企業統治構造の国際比較」の内容について見ることにしたい。ジョン・スコ
ット氏は，まず，パーリーとミーンズの見解や，近年におけるザイトリンやハーマンの諸研究
を検討した上で，ハーマンのようなマネジリアリスト論者とザイトリンのようなマルクス主義
者の両方の対立を仲介する「利益星座状連関を通じた支配」という新しい概念を提起している。
この概念は，金融仲介機関が有力株主とはなっているが，どの株主も個別的には，過半数支配
ないし少数支配を行使できないような企業の状況をあらわすために，スコット氏が提唱してい
る概念である。すなわち，この概念の意味は，現代巨大企業の支配が，従来のような個人・同
族による少数支配から非個人的な法人・機関株主の資本家的利害の星座状連関を通じた支配へ
移行しており，どの資本家的利害の星座状連関も安定的な支配の権能を行使できないという，
スコット氏の事実認識を意味している。この概念における「星座状連関」という用語は，支配
的な株主が強い凝集力を持った集団を形成するというニュアンスを避けるために，スコット氏
が慎重に選んだものであり，この用語の社会学的由来は，マックス・ウェーパーの著作から派
生している。この「星座状連関」という用語には， í夜空に見られる星座」と「資本主義経済
において確認できる取締役会の構成を決めるのに際して会社聞の株式所有による利害関係の星
座状連関」との重要な類似性を示したし、とするスコット氏の意図がある。
また，スコット氏は，従来， í支配」とし、う用語がかなりルーズな用語法として使用されて
きたと指摘し，自らの「支配」と「統治」の概念の区別を明らかにしている。スコット氏によ
れば，株式所有者の力能(支配の権能)は，法律的に規定された財産関係が根をおろした会社
状況に依存しており，支配とはある特定のカテゴリーの所有者が，株式会社の中に付与された
諸権能を動化するために，それを通じて獲得するところの一つの構造的関係である。すなわち，
スコット氏の定義では，支配の権能は，正当な所有権の権能を行使することによって取締役会
の構成を決定できる構造的関係によって支えられる力能のことである。それゆえ，支配者は，
(1) ジョン・スコット氏の研究に関しては，ジョン・スコット著，中村瑞穂・植竹晃竹監訳『株式会社
と現代社会』文真堂， 1983年，同著，仲田正機・橋本輝彦監訳『大企業体制の支配構造』法律文化
社， 1987年， ，同著，現代企業研究グループ訳『現代企業の所有と支配一一英国・米国・日本の比較
研究一一』税務経理協会， 1989年，参照。
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年次株主総会およびその他の株主総会において優位を保持することによって初めて，取締役会
の構成を決定する能力を発揮できることになる。そして，スコット氏は，支配という用語が上
記のような方法で使われるとすれば，支配構造によって制約されている戦略的意，思決定の権能
を記述するためには， r統治」とし、う用語がもっとも適切であると述べている。
次に，スコット氏の調査研究について見ることにしたし、。スコット氏は，取締役兼任制の一
連の調査研究から，イギリス，日本，アメリカにおける会社間株式所有の体系的な国際比較経
営研究を展開している。このような国際比較経営研究において，スコット氏は，すべての主要
な資本主義経済において，個人的な所有が徐々に非個人的な形態の占有に道を譲りつつあると
指摘している。すなわち， 19世紀には，一般的な支配の形態であった同族・個人などの少数支
配から， r利益星座状連関を通じた支配」に今では移行していると，スコット氏は主張してい
る。
イギリスにおいて，スコット氏がおこなった調査で、は，上位 200 社の会社規模を誇る巨大企
業において， 1976年と 1988年の 2 時点を比較する時，個人・同族による少数支配が，量的に減
少し， r利益星座状連関を通じた支配」が量的に増大している。イギリスにおける個人・同族
による小数支配の広がりが減少した理由について，スコット氏は，①株式の機関所有の増大，
②イギリス金融市場のリストラクチュアリング crいわゆる 1986年のビッグバンJ) ， ③サッチ
ャ一政権による民営化政策，④外国企業による企業買収，などをあげている。そして，スコッ
ト氏は，イギリスの銀行の役割を分析し銀行の取締役が確かに企業聞の人的関係の影響圏の
中心に位置しているが，それらは銀行支配下に緊密な集団を形成しているわけではないと，述
べている。
そして，スコット氏は，結論として，イギリス・アメリカにおいて次第に優勢になりつつあ
る非個人的な企業支配の様式を， r利益星座状連関を通じた支配」として位置づけている。そ
れに対して，日本における非個人的な企業支配の様式に関しては，同じ資本グループ内の会社
間の株式の相互持ち合いに着目し， r利益星座状連闘を通じた支配」というよりも，提携され
た株式所有の「同盟」による支配であると，指摘している。
スコット氏が，本書において論究しているもう一つの点は，個人的占有ならびに非個人的占
有の状況下で、の企業家的資本の役割についてである。特に，スコット氏は，同族支配の様式の
メカニズムと，企業家的資本が階級構造にもつ意味合いを考察している。
特に，スコット氏は， r支配」と「統治」の分離の過程を，同族会社であるギネスを事例に
して考察をおこなっている。ギネスにおいて，同族が会社支配に消極的態度をとり，会社統治
をおこたり，無調整な多角化と収益低下を生んだ。その結果，同族ではない専門的経営者が，
登用された。ギネスは，専門的経営者の統治にまかされることとなった。専門的経営者は，企
業買収を通して規模を拡大し，同族の支配的な持ち株の希薄化をおこなった。会社の経営が安
定・発展的に経過している時は，ギネス家は，支配力を行使しなかったが，危機に陥るや他の
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機関株主と連合して専門的経営者を辞任させた。再び，ギネス家統治が開始された。スコット
民は，支配と統治の分離が，不安定なものであり，同族の継続した黙認に依拠した点を指摘し
ている。また，スコット氏は，企業規模の拡大が，同族支配の形態が，安定的少数支配から限
定的少数支配の形態へ移行していることに着目している。
次に，スコット氏は， I企業家的資本と階級構造」に関して，イギリスと日本を事例にして
考察をおこなっている。スコット氏は， I資本家階級の存在が大企業の非個人的占有の存在と
両立するのかJ， という疑問に対して，イギリスにおいて，依然，資本家階級は存続し続ける
と答えている。そして，スコット氏は，イギリスの資本家階級が，①企業家的資本家層と，②
金利生活者の二つの重複される階層から構成されていると，述べている。しかも，金利生活者
と企業家的資本家は，多くの共通する利害を有している。その理由は，第一は，富裕階級の金
利生活者等から提供される資金によって，マーチャントパシグの企業家的資本家は，支配的星
座状連闘を構成する基金運用をおこなっているからであり，第二は，利益星座状連関を通じた
支配のもとにある主要な機関や会社の取締役会は，圧倒的に金利生活者階級から人材が登用さ
れているからである。金利生活者の資本家としての自らの地位の維持は，富裕者を互いに結び
つけ，しかも「適切な」教育機関での出身校や会社システムの上位水準で職位を確保すること
を可能とする非公式の社会的関係のネットワークを利用する能力に負っている。
スコット氏によれば，日本の大企業の指導者は，イギリスやアメリカの場合よりも，より排
他的な次のような社会的背景の中から選ばれる。日本において，企業の指導者は，別の企業の
指導者の息子である場合が圧倒的におおい。そして，東京大学，官界〈国家官僚体制)， およ
び財界(経営者団体〉は，日本の資本家階級の再生産メカニズムにおける 3 つの相互依存的要
素である。
結論として，スコット氏は，現代大企業の支配に関する一般的特徴とその背景について，次
のように論究している。現代大企業の支配の一般的特徴として，スコット氏は，アメリカ，カ
ナダ，オーストラリア，および、ニュージランドの諸国において，最大級企業の過半数が利益星
座状連闘を通じて支配されている点を指摘している。その背景として，第一に，企業規模の拡
大の効果と，第二に，個人・同族からの富の限界の作用を，スコット氏はあげている。企業規
模の効果は，企業規模の拡大に伴って，必要となる資金が巨額となり個人や同族のみで調達で
きなくなり，広い範囲から資本を調達することになり，個人的・同族的な企業所有の性格が弱
められていくことを意味している。富の限界は，大規模企業に基盤をおいた一国経済が必要と
する資本が，一国内の富裕な階級による個人的投資だけでは足りないことを意味している。
以上， I第一部 企業統治構造の国際比較」の概要について見てきた。ここで，第一部のス
コット氏の研究について，若干の考察を通して，スコット氏の研究の意義と今後の研究課題に
ついて明らかにしたい。
第一に， I利益星座状連関を通じた支配」という新しい概念をつくりだし，それを数カ国の
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調査によって裏づけをおこなったところにスコット氏の研究の新しさと意義がある。スコット
氏は，単に会社聞の関係性を「星座」と表現しているのではなく，非個人的占有の具体的な形
態一一個人・同族や機関株主(特にその20大株主〉がある利害で一時的に連合して取締役の過
半数を選出する場合一ーについて「利益星座状連関」と呼んでいるのである。この「利益星座
状連関」という新しい概念については，今後，学界における検討を通して，その妥当性もしく
は非妥当性が明らかにされるであろう。
第二に，スコット氏の研究は，数か国にわたり，多くのデータをもとに，幾つかの時点の比
較を，おこなっており，優れた調査研究で、あると言える。しかし，特定の国の内部の企業支配
に支配に焦点を限定して研究をおこなっているため，巨大企業の資本の多数の国にまたがって
広がる現実を，その視野からはずしている。そのため，多国籍巨大企業の複雑で，重層的なネ
ットワークが，金融資本的構造を持つ企業の働きによって，作り出され，広がりつつある現実
が研究対象からはずされている。それは，国際経営比較という各国別といった形で一国ごとの
データの収集・比較といった手法の限界を示すものであるかもしれない。それゆえ，国際比較
経営研究の今後の課題としては，特定の国の内部の比較研究と数か国にまたがる多国籍企業研
究を併存させる研究手法を考える必要もあろう。
第三に，スコット氏の研究の評価についてである。我国経営学界においては，前川恭一教授が，
スコット氏の研究の評価点として，①現代金融資本を構成している諸資本の結合関係の中で，
つまりその成員たる巨大会社群および巨大銀行を中心とする金融機関との結合関係の中でみて
いること，②金融資本の相互の絡み合い，浸透の中で見ていること，などをあげておられる。
11 
次に，第二部の「企業管理システムの国際比較」の概要について，見ることにしたい。まず，
第 2 章「現代企業の全般的管理システム」の内容から述べてゆくことにしよう。
経営経済学において，現代企業における全般的管理とその機能的担い手である経営者層をめ
ぐって 2 つの論点が提起されてきている。それは，第一に，現代企業の「所有と支配と支配」
の構造分析の上に立って経営者層の性格を把握する問題であり，第二には，現代企業の中で社
会的集団をなして機能する管理(労働〉者をいかなる経済学的範障とうして位置づけるかとい
う問題である。
仲田氏は，第一の点に関して，上林教授の研究成果を検討し， r資本所有と資本機能の分
離」をマルクスの所説から理論展開をおこない，さらにその過程を歴史的に解明・考察をおこ
なっている。また，第二の点に関して言えば，仲田氏は，山口教授や今井教授の研究成果の検
(2) 多国籍企業の研究に関しては，一ノ瀬秀文「多国籍企業史と『自由貿易帝国主義論~J (大阪経済法
科大学編『経済学の諸問題』大阪経済法科大学出版部， 1987年，所収〉など参照。
(3) 前川恭一著『現代企業研究の基礎』森山書店， 1993年， 92ページ，参照。
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討の上に，機能資本と管理労働をめぐる若干の論点を整理している。
第一の点に関する仲田氏の考察では，産業革命期から独占形成期までの聞に見られた「作業
場賃借制」や内部請負制のもとで所有資本と機能資本の分離が進み，それが株式会社やトラス
ト運動の展開を通じて質的に異なった形態に転化し，それらの機能と構造も大きく変化してき
ていることが解明されている。すなわち，株式制度(株式会社企業全体でなく〉のもとでは，
所有資本(家)は，単なる株式所有(者〉へ転化し，それまでの現実資本の担い手としての機
能資本(家〉は，資本集中に伴う収奪の結果と取締役会制度により単なる管理労働(者)へ転
化するが，この関係はトラスト運動の中で倍加された，という諸点が明らかにされている。
また，仲田民は，現代企業における所有資本と機能資本(および管理労働〉をめぐる重要な
点として次の三点を指摘している。それは，①金融資本範時の問題であり，②本書の第 3 章で
考察されている現代企業の「複数事業単位統合企業」としての性格であり，③個人でなく「株
式会社が他の株式会社を所有する」という現象が展開してきた点である。
第二の点に関する仲田氏の考察としては，管理労働く者)の現代的形態を機能資本(家)の
展開形態との関連において検討がなされている。ここでは，①機能資本(家〉の管理労働(者〉
への階級的転落の経緯ないし契機となる三つの形態が明らかにされるとともに，②現代企業の
展開に伴って，機能資本家に対する補佐・サービス活動において分業・協業関係が拡大すると
ともに，個々の労働者や労働者集団を直接管理する機能が広がり，管理労働の社会化が進展し
たことが解明されている，そして，③管理労働の社会化の進展が，管理・監督機能の垂直分化，
すなわち「管理の階層化」を推し進め，そのことによって管理労働に内在する諸矛盾が拡大し
ていることを分析している。
次に，第 3 章の「アメリカ企業管理の構造的特質」の内容について，紹介しよう。
第 3 章では，第一に，アメリカにおける産業大企業を事例として，企業集中運動と大企業の
形成史の関係およびその過程で形成・展開してきた企業管理の構造的特質が解明されるととも
に，第二に，機能資本(家)としてのトップ。マネジメントの性格やホワイトカラー労働者との
関係でいかに把握するか，またホワイトカラー労働者を労働者階級内部でどのように位置づけ
るのか，等の問題の考察がおこなわれている。
まず，第一の点から見ることにしよう。現代企業の現実的な構造として，典型的に発展をと
げ、たアメリカ大企業を例にとり，仲田氏は，次の三形態をあげている。①現代企業の「原型」
とも呼ばれうる形態であって，複合型大量生産と大量流通システムを内部に統合化している企
業である。②持ち株会社ないし持ち株現業会社の方式で現業子会社を合同している企業である。
③以上に見たタイプの大企業が，全額出資や海外直接投資の方式によって，子会社，関連会社
および海外子会社を創設することによって生まれる企業群の形態である。
次に，仲田氏の論述に基づいて，アメリカ大企業における企業集中運動と管理構造の変化の
関連についてみることにしたい。
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第 I 次企業集中運動は，世紀の転換点(1895"-'1904) におこった。第一次企業集中運動は，
社会経済的にはアメリカ資本主義を独占段階へ移行せしめる役割を果たしたが，同時にそれは，
金融資本の支配活動のもとで，全般的管理を担当する本社管理機能のトップ・マネジメシトが，
購買，製造，販売，および会計などの職能別部門を集権的に統括するところの，現代企業に国
有の管理構造を形成せしめる役割を果したので、ある。
第 2 次企業集中運動は，第一次世界大戦後，特に1920年代におこった。 1920年代の企業集中
は「経営の多角化」に基づく分権的管理を推し進めた。すなわち，本社機構によって集権的に
管理されながらも，独立採算制の製品事業部ごとに購買，製造，販売，会計などの職能別管理
部門をかかえこんだ事業部制管理構造が形成されることとなり，ここに現代企業における管理
構造の重要な変容の時代が始まった。
第 3 次企業集中運動においては，コングロマリット合併が，特に1960年代以降に支配的とな
った。コングロマリット合併では，いわゆる「経営の多角化」に基づく事業部制管理構造への
移行が顕著になった。事業部制管理構造のもとでは，特定製品ごとに製造，販売，および会計
を独自に営む独立採算制の事業部が形成された。そして，全般的管理を担当する本社管理機構
のトップマネジメントは，目標管理と予算統制に基づいて，それ自体が内部に職能別管理部門
をもっているところの事業部を集権的に統括しているのである。
次に，第二の点に関して，上記に見てきた企業集中運動下の管理構造の変化によって， トッ
プマネジメントの性格やホワイトカラー労働者との関係をどのように位置づけるべきかについ
て，仲田氏の見解をみることにしたい。
仲田氏は，企業集中運動の中で， トップマネジメントによって構成される「経営執行委員
会」がいっそうの重要性を増し，機能資本(家〉の中核を形成するようになった点に注目して
いる。特に， 1920年代移行，本社管理機能の中枢的組織が，それまでの取締役会から業務担当
取締役によって構成される経営執行委員会に移っている点が，重要である。また，仲田氏は，
1920年代「合理化」運動を通して，企画立案・統制機能と人事=労務，サーピス的諸機能を担
当するスタッフ部門が本社管理機構のなかに形成された事にも着目している。本社スタッフ部
門の形成は，企業管理の発展過程にひとつの新しい段階を画する重要な意義を持っている。な
ぜなら，本社スタップ組織の確立は，企業管理の中央集権的性格を強め，経営管理者層の中位
以下の管理労働(者〉の賃金労働(者〉としての特質をより明確化したといえるからである。
こうした状況は，経営管理層の中位以下を構成する管理労働者，高級事務労働者，技術者，科
学者，といったホワイトカラー労働者が，大企業では多数雇用されることとなった。
次に， 1"トップマネジメントとホワイトカラー労働者との関係の位置づけ」と「ホワイトカ
ラー労働者の労働階級内部における位置」に関する仲田氏の見解を，論述を忠実に引用するこ
(4) 中間管理者等の労務管理に関しては，仲田正機「管理者の労務管理J (吉田和夫・奥林康司編著
『現代の労務管理』ミネルヴァ書房， 1991年，所収)，参照。
-62-
国際比較経営研究の方法と残された課題
とを通して，見る事にしたい。
①トッフ。マネジメントとホワイトカラー労働者との聞には経営学的範轄としての利潤ないし
その分配形態を取得するか，賃金を受け取るかの区別が生じ，労働力を購入するものと販売す
る者との関連がっくりだされているのであり，②両者はともに資本の諸機能の担い手として関
係しているが， トップマネジメントは資本調達・投資決定・利潤分配，最高人事，生産量と価
格などの戦略的決定機能をにぎっているのに対して，③ホワイトカラー労働者は資本の諸機能
のうち，個々の労働者や労働者集団の活動を直接に監督する機能や，企画立案，技術開発，調
査研究などのようにトップマネジメントに対する補助的・サービス的諸活動を担当しているに
すぎない。
上記のような諸点を考慮して，仲田氏は，ホワイトカラー労働者は，労働力を販売して賃金
を受け取っているというその経済的地位から見れば，確かに広義の労働者階級に帰属するとは
いえ，資本機能のー繕を担っているというその機能上の地位からみると，労働者階級の中核に
位置づけられるかには，更なる検討が必要であると，指摘してい2:
次に，第 4 章の「現代日本のトップマネジメント」の内容について見ることにしたし、。この
章では，第一に，日本におけるトップマネジメントの発展を，日本経済との関連から歴史的に
分析し，明らかにするとともに，第二に， 1980年代中盤以降の日本大企業のト γ プマネジメン
ト戦略の意義と問題点を解明している。
第一の点に関して言えば，仲田氏は， トップマネジメントの発展期を，①GHQによる財閥
解体・民主化期，②高度成長期，③構造不況・低成長期の三期にわけで分析をおこなっている。
第一期のGHQによる財関解体・民主化期では， 1950年の商法改正によるトップマネジメント
の導入によって，いわゆる「授権資本」の範囲内であれば株式発行による資本調達権限が取締
役会に与えられたことに着目している。そして，財務問題が， トップマネジメントにとって，
労務問題に続く戦略上の重点課題であり，このようなトップマネジメントによる設備資金調達
の機動性の確保が， r高度成長」の促進要因として作用したと指摘している。第二期の高度成
長期は，日本のトップマネジメントが総合管理として定若し，確立した時期であったO 高度成
長期の大型企業合併にもとづく複数製品生産型企業の増大による事業部管理システムの普及は，
トッフ。マネジメント組織の拡充を必要とし，本社にはさまざまなスタップ組織がつくられた。
第三期の構造不況・低成長期では， トップマネジメントの戦略的意思決定は，減量経営と多国
籍化を推進する戦略へ変化した。結果として，徹底した人員削減が進められる一方で，本社の
管理機構の管理者比率が高まり， トッフ。マネジメント組織の態勢が強化されるようになった。
(5) イギリスにおけるホワイトカラー労働者の階級帰属性に関する研究としては，石田和夫「イギリス
資本主義とホワイトカラー労働J (笹川儀三郎・石田和夫編『現代企業のホワイトカラー労働 下』
大月書店， 1984年，所収) ;加藤正治「ホワイトカラーの労働と管理一一グロンプトンとジョーンズ
の所説の検討一一JI (長谷川治清・渡辺峻・安井恒則編『ニューテクノロジーと企業労働』大月書店，
1991年，所収)，参照。
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第二の点に関して言えば，仲田氏は， 1980年代中盤以降の日本大企業のトップマネジメント
戦略として， リストラグチュアリング戦略とグローパル戦略をあげ‘ている。仲田氏はこの二つ
のトップマネジメント戦略の問題点と経営学的意義を，次のように論述している。グローパル
戦略は，日本圏内親会社の産業企業の性格を大きく変えた。すなわち，グローパル戦略は，日
本国内の親会社の生産的設備の増加率の停滞と金融資産の拡大をまねき，本来の日本製造大企
業の性格を変えようとしているのである。また， リストラクチャリング戦略の問題点は，政府
の政策に支援されながら展開され，地域経済や労働市場に大きな影響を与えた点にある。市場
原理だけではなく政府的誘導のもとに事業構造のリストラグチュアリングがなされたところに
日本的な特徴がある。
以上の第 2 部の「企業管理システムの国際比較」について見てきたが，ここで若干の考察を
おこなっておきたい。
第一に，第 2 部における仲田氏の研究の意義は， r所有資本」と「機能資本」の分離の過程
を，企業の全般的管理の形成・発展とトップマネジメントの性格との関わりから，論じた点に
ある。特に， r機能資本」の担い手たるトップ。マネジメントの形成・発展の論述を通して，第
1 部においてスコット氏が，論じた「支配」と「統治」の関係を，更に明らかにした点は，本
書全体の意義にも通じる点であろう。
第二に，仲田氏の「トップ。マネジメシトが，会社関係を通じて確立される金融資本の一翼を
も形成している」とする指摘は，多くの合意を内包しており，今後，吏に，実証的研究を通し
て，深められるべき点であろう。特に， トップ。マネジメントが，機能資本(家)の中核として，
位置づけられる時，金融資本におけるトップマネジメントの役割・機能が歴史的に，かっ詳細
に解明されることは，重要であろう。
第三に，機能資本を担うトップマネジメントと所有資本において重要な役割を演ずる大株主
(個人・同族および機関投資家〉との「支配」・「統治」と管理(管理組織構造の形成)をめぐ
る実態を，より詳細に明らかにする必要があろう。特に，管理組織構造の形成をめぐって， ト
ップマネジメントと大株主との利害の共通性と差異を明らかにすることは資本内部における利
害関係を明らかにするだけに重要である。
第四に，ホワイトカラー労働者の階級的帰属性と労働者階級内部における位置づけに関して
は，今後，ホワイトカラー労働者を，職種別・階層別・国別に，個々の事例を詳細に検討する
必要があろう。ホワイトカラー労働者は，多種多様な職種・階層に別れており，しかも流動的
に職種・階層が変化しつつある。それゆえ，個々の研究事例の積み上げを通して，研究蓄積を
おこなってゆくことが，仲田氏の研究を，社会的・学会的に発展させる上で，重要であろう。
第五に，仲田氏の国際比較経営研究のアプローチを，今後どうすれば，より一般化してゆく
ことができるかの問題が，残っている。仲田氏の研究アプローチは，英米型および日本型にお
ける全般的管理構造の形成・発展を，経営経済学的に，歴史的・実証的に明らかにしている点
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に求められる。そこでは，経営経済学的に，一般性と特殊性の解明に努められている。それゆ
え，仲田氏の研究で明らかにされた「全般的管理構造の形成と発展」のモデノレ(仮説〉を基礎
にして，そのモデノレをより発展させ，国際比較経営研究アプローチとして，結実させてゆくこ
とが重要であろう。
IV 
次に，第 3 部の「企業労働と管理の国際比較」の概要について，見ることにしたい。
まずはじめに，第 5 章の「現代企業の労働・組織・管理一一一鉄鋼企業を中心とした日英比
較一一一」の内容について見ることにしたし、。
長谷川氏は，技術と労働・労使関係をめぐる近年のイギリスの諸研究を検討し，技術変化に
よって生じた労働力構成変化と労使関係についての内的連関の分析が十分おこなわれていなか
った事を指摘している。そして，技術変化と労働力構成の変化・労使関係との関わりを分析対
象として，技術の資本主義的利用と労働・組織・管理(変化・発展する姿)を日英の巨大鉄鋼
企業を事例として分析・検討している。
長谷川氏は，日英巨大鉄鋼企業の設備近代化の時期・規模・水準の差異を，それら企業をと
りまく経済的・政治的条件や労使関係の違いによって説明するとともに， 日英の巨大鉄鋼企業
の設備近代化の共通性(大型化，連続化，オートメ化の傾向〉を明らかにしている。その上で，
長谷川氏は，日英巨大鉄鋼企業における (1)雇用量・構成比， (2)管理構造に関する比較を次のよ
うにおこなっている。
(1) 雇用量・構成比に関しては，職場レベル，事業所レベル，企業レベノレの比較・分析がお
こなわれている。職場レベルの比較・分析においては，日英巨大鉄鋼企業の設備近代化が，雇
用量を減少させ，作業者の年齢・勤続を低下させる契機をつくりだし，日本的な雇用慣行のも
とでは，労務費の低減させる可能性をつくりだしていると述べている。事業所レベルの比較・
分析では，事業所レベルにおける雇用量の著しい減少と管理職構成比の上昇，設備近代化の過
程における下請化の導入，など日英巨大鉄鋼企業間(以下，日英間と略する〉における多くの
共通性が見いだされている。企業レベルの比較・分析では，雇用量の変化において日英(日:
増加，英:減少)が対照的であるのに対して，ホワイトカラーの構成比の上昇，本社従業員比
率の上昇に関しては，日英聞の共通性が解明されている。
(2) 管理構造に関しては，1.トップマネジメントの構造， 2. 管理組織， 3. 労働管理， 4. 職場
管理と作業長の役割，と多岐にわたって比較・分析がなされている。トップマネジメント構造
の日英聞の重要な差異として，①日本のトップ。マネジメントの規模が大きいこと，②日本のト
ップマネジメントの階層化が組織的であること，③日本のトップマネジメントにおいては決定
と執行の機能が同一人物によって担われていること，などをあげている。そして，日英聞に共
通する傾向としては， トップマネジメントの基本的性格は残しつつも， トップマネジメントの
- 65-
守屋貴司
量的拡大・階層化が進み資本の統制権が相対的にはより少数の，しかも決定と執行の両方の責
任を有する人の手に集中してきた点をあげ司ている。 2 の管理組織の比較・考察においては，日
英間のミドルマネジメント以上の管理職の数がほぼ同じでありながら，管理職位数に差異があ
ることに着目し，それを日英聞の管理組織の差異との関係から論究している。そして，日英聞
の管理組織の差異を組織形成の概念の差異から派生するものととらえ，解明をおこなっている。
労働管理の比較・考察では，日英聞の差異と共通性が解明され，その差異と共通性が生じた原
因を解明している。長谷川氏は， 日英間の労働管理に示される差異の原因を， 日英聞の雇用形
態の差異そのものに求めるとともに，その共通性(全体としての職務の標準化・知識化の進展
等〉の原因を設備近代化との関わりから考察をおこなっている。職場管理と作業長の役割の比
較・考察では，日英聞の作業長の役割とその地位の差異を明らかにするとともに，職場におけ
る管理統制権の違いを解明している。職場における管理統制権が，日本の鉄鋼企業においては
作業長の手中にあるのに対し，イギリスの鉄鋼公社における作業長の役割が，労働組合の規制
力によって作業管理に限定されていると，指摘している。
本章の結論として，長谷川氏は，技術と労働，技術と組織などの関係を明らかにしようとす
る労働過程論の分析視角が企業内社会関係(労使の力関係の展開〉を含めた分析方法によって
補完されるべきであると論じている。そして，技術と労働・組織・管理の内的関係は相互的か
っ多様で、あるが，日英比較研究を通して設備近代化が管理を強化=資本の論理を促し，労使関
係を資本に有利な「協調」・「包摂」の局面に導く条件・契機を提供していたと述べている。
第 6 章・第 7 章において，長谷川氏は，第 6 章では，イギリスの鉄鋼公社が，第 7 章で日本
の巨大鉄鋼大企業が事例としてとりあげられ，設備近代化と管理組織・管理労働力構成との関
係が詳細に解明されている。そこで，第 6 章・第 7 章の内容を概説しておきたい。
第 6 章の「イギリス企業の労働・組織・管理一一鉄鋼公社の事例研究一一一」では，第一にイ
ギリス鉄鋼公社における設備近代化の過程が，事業所の再編・合理化との関わりから解明され
るとともに，第二に，管理組織の展開過程が，管理組織構造の分析と本社組織の解明を通して
明らかにされている，そして，第三に，設備近代化が管理労働力構成にいかなる影響を与えた
かを，職種別・階層別，本社・事業所別に解明している。
本章 (6 章〉では，とりわけ以下の諸点，①本社・事業所別管理労働力構成の変化と労使関
係部門を中心としたそれらの分析と②経営参加と従業員役員数との関連性の解明と，従業員役
員・理事の増減が，労使関係，とりわけ経営側の管理戦略を反映したものであることが解明さ
れている。
第 7 章の「日本企業の労働・組織・管理一一鉄鋼業の事例研究一一」では，第一に，本社の
管理機構と管理労働力構成の変化が解明されるとともに，第二に，設備近代化との関わりから
製鉄所(特に新鋭製鉄所)の管理労働力構成および全労働力構成の変化が明らかにされている，
そして，第三に，技術発展にともなう職場の労働・管理の変化を，工程別(製鉄，製鋼，圧延〉
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に解明している。
以上，第 3 部の「企業労働と管理の国際比較」の内容について概観してきた。ここで，若干
の考察を通して，残された課題を明らかにしたい。
第一に，近年，円高・ EC統合を背景に日本大企業のイギリスへの直接投資によって，日系
製造大企業がイギリスに多数進出してきている。そして，日系製造大企業の進出に関連して，
イギリス企業において経営・管理の「ジャパナイゼーション」が広がってきている。それゆえ，
日・英国際比較経営研究においても，従来の日本企業とイギリス企業との比較に加えて，在英
日系製造大企業を比較対象に加えることによって，労働と管理に関するより理論的比較が今後
可能となろう。長谷川氏は，すでに，ニッサン (UK) 等を分析対象として，この研究に着手
しており，今後の研究の展開が期待されるところである。
第二に，近年(1980年代"-'90年代〉のイギリス企業の職場における管理・労働・労使関係の
変化とその合意の解明についてである。なぜなら，第 5 章の終わりに指摘されているように，
80年代後半のイギリス企業の管理戦略は，組合の規制力を侵食する形で，作業チーム制，保守
・技能工の多能工化を促進し，労働側の後退による「協調」的労使関係が形成されているから
である。
V. 結びにかえて
本「書評」において， ~企業と管理の国際比較一一英米型と日本型一一』の内容の紹介を本
文の忠実な引用を中心としておこない，そして，若干の考察を通して今後の残された課題を明
らかにしてきた。最後に，三氏の共通の問題意識・分析視角と三氏の描く経営現象の全体像の
一端について若干述べておきたい。
三氏の共通の問題意識には，日本より先に発達した資本主義下に発展をとげた英米の大企業
を資本主義企業のひとつの典型として把握し，その上で戦後遅れて急成長をとげた日本大企業
との比較を通して，両者の共通性と差異をはっきりさせることによって，一般性と特殊性を解
明しようとした点がある。特に，そこでは，日本大企業の特殊性が明らかにされている。
また，三氏の共通の分析視角としては，社会科学を基礎として，歴史的に各国の経営現象を
分析・比較をおこなう点にある。特に，三氏の共通の分析視角の特徴としては，各国の企業行
動を規定している歴史的な国民経済的諸条件を考慮に入れ，共通の比較基準を導き出し，国際
(6) イギリス企業における「ジャパナイゼーション」の広がりに関しては，安井恒則「小集団活動と労
働組合一一イギリス企業の事例一一J (長谷川治清・渡辺峻・安井恒則編，前掲書，所収) ;岡本秀昭
編著『国際化と労使関係一一日本型モデルの含意一一』総合労働研究所， 1988年， ，稲上毅『現代英
国労働事情一一サッチャーイズム・雇用・労使関係一一』東京大学出版会， 1990年，参照。
(7) 在英日系製造大企業の経営展開に関しては， ["在英日系製造企業の技術・管理と労使関係一一イギ
リスの調査・実証研究の検討を中心として一一J (W産業と経済』第 7巻第 4 号， 1993年 3 月，所収)，
など参照。
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比較を試みている点があげられよう。
次に，三民の描く経営現象の全体像について，述べておきたい。三氏は，相互に経営現象の
異なる重要な局面を分析しており，三氏の研究を総合すると現代企業の活動の全体像が浮かん
でくる。しかし，本書の描く経営現象の全体像のすべてを描くことは，もはや紙幅の関係で限
界があり，筆者が，特に着目した点を中心として，本書の全体像の一端を記述しておきたい。
第 1 部のスコット氏の研究では，国際比較を通して，現代大企業が，個人的占有から非個人
的占有へ移行してゆく一般的傾向を明らかにしている。そして，スコット氏は， I支配」と
「統治」の概念を明確にし，主として，本研究では「支配」に関わる実証研究を展開している。
スコット民の実証研究では，取締役兼任に着目し，現代大企業において， 19世紀には一般的で
あった個人・同族による少数支配から非個人的な法人機関株主の資本家的利害の「星座状連
関」を通じた「支配J へ移行していることを解明している。
第 2 部の仲田民の研究では，スコット氏の言うところの「統治(支配構造によって制約され
る戦略的意思決定の権能)J に関わる諸問題が，現代企業の歴史的・国際的展開を克明に描く
ことを通して，解明されている。すなわち，仲田氏は，英米型企業システムの形成を「機能資
本」と「所有資本」の分離の発展形態という視角から把握し，会社「統治」に従事するトップ
マネジメントが現代的な「機能資本」の担い手であると同時に，会社間関係を通じて確立され
る金融資本の一翼をも形成することを指摘している。特に，仲田氏は，アメリカ大企業におけ
る企業集中運動と管理構造の形成の変化の関連性について論究し，①トップマネジメシトによ
って構成される「経営執行委員会」が一層の重要性を増し，②企画立案と統制機能，人事=労
務，サーピス的諸機能を担当するスタッフ部門が形成される点に着目している。また，仲田氏
は，日本の大企業のトップマネジメントの歴史的発展と近年の日本の大企業のトップマネジメ
ント戦略の問題点と経営学的意義にも論究している。仲田氏の研究の特徴の一つは，全般的管
理の形成を， トップマネジメントの変化との関連性から論じた点にある。
第 3部の長谷川氏の研究では，仲田氏の問題意識にある全般的管理の形成・発展， トップマ
ネジメントの変化，本社スタッフ部門の形成を含む管理・労働の諸変化を，設備近代化(資本
主義的技術利用〉の影響を軸として，日英巨大鉄鋼企業の国際比較を通して，論究している。
この研究で，長谷川民は，日英巨大鉄鋼企業の共通性として，設備近代化の発展にともなって，
①トップマネジメント数が増え階層化が進み資本の統制権が相対的にはより少数の，しかも決
定と執行の両方の責任の有する人の手に集中 L，②事業所レベノレにおける雇用量の著しい減少
と管理職構成比の上昇，③企業レベルにおけるホワイトカラーの構成比の上昇と本社従業員比
率の上昇，などを指摘している。
上記のように本書の描く経営現象の全体像の一端を紹介するだけでも，本書の国際比較経営
研究の広がりと内容の持つ深い含意を理解することができょう。それゆえ，本書が，我国の国
際比較経営論や経営管理論，経営労務論に与える刺激も大きいものと思われる。したがって，
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本書の公刊を機会に，今後この領域における研究が深められる可能性が高まったと言えよう。
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